




【第 71 号議案 補足説明資料】対応経過、原因及び対応策 

 

対応経過 原  因 対 応 策 

・ 目眩を訴え搬送された患

者（70 歳代、女性）を医師

Ａ（当直医）が救急外来に

て対応。 

 

・  医師Ａは、①頭部ＣＴ検

査、②頭部ＭＲＩ検査に加

え、嘔気も見られたことか

ら③腹部ＣＴ検査を依頼。

医師Ｂ（日勤医）に患者を

引き継ぎ。 

 

・  医師Ｂは、患者が目眩を

訴えていることから、①

頭部ＣＴ、②頭部ＭＲＩ

を確認し診断。経過観察

後、患者は帰宅。 

 

・  診察翌日以降に、画像レ

ポートセンターから読影

レポートの確認依頼を受

けた医師Ｃ（診療科責任

者）は、③腹部ＣＴ読影レ

ポートの所見を認識せ

ず、「問題なし」として、

同センターに報告。 

・  医師Ａは、検査のうち 

③腹部ＣＴ検査を依頼し

たことを医師Ｂに引き継

がなかった（電子カルテへ

の記載なし）。 

 

・ 医師Ｂは、③腹部ＣＴ検

査の存在を認識していな

かった。 

 

・ 医師Ｃは、救急外来で診

察・処置が終了していた

ことから、③腹部ＣＴ読

影レポートの所見（記載）

を十分に確認しなかっ

た。 

１ 読影レポート確認ルー

ト（仕組み）の見直し 

(1) 読影翌日、画像レポー

トセンターから読影レ

ポートを担当医に配付。

担当医は対応内容を所

定欄に記載した上で、同

センターへ返却。 

(2) 担当医の記載した対

応内容が適切か（漏れが

ないか）、各診療科責任

者が確認。問題がある場

合は、担当医に差戻し、

再度対応を確認。 

 

２ チェック体制の強化 

 従来の画像レポートセ

ンターによるシステムに

加え、複数部門による「報

告書確認対策チーム」を

設置。 

 

３ システムの導入 

読影レポートが未読の

場合、自動で未読通知が届

くシステムを新たに導入

予定。 

 

 

資料１ 



令和５年度６月補正予算案(保健医療部分)

国の物価高騰への追加対策を踏まえ、物価高騰等に直面する医療機関等に対する支援を実施するとともに、
５月８日からの新型コロナウイルス感染症５類移行に対応する必要があることから、令和５年度６月補正予
算（緊急対策）を編成

１ 県民生活の安定化に向けた支援 24 億円

物価高騰の影響を受ける医療機関等に対して、光熱費の上昇分を支援するため、一時支援金を支給

２ 新型コロナウイルス感染症５類移行への対応 0.1 億円

５月８日からの新型コロナウイルス感染症５類移行に伴い、新たなフェーズにおける必要な体制を構築

一般会計 24.1億円（国庫 24.1億円）

補正予算規模

1

令和５年６月１６日
健康福祉常任委員会資料



施策体系事業一覧（保健医療部）

(単位：百万円)

2

地方創生 包括支援 その他

臨時交付金 交付金 補助金

2,395 2,395 0 0 0 0 0

2,395 2,395 0 0 0 0 0

  ① 医療機関等における光熱費高騰対策 2,395 2,395 0 0 0 0 0

13 13 0 0 0 0 0

13 13 0 0 0 0 0

① (新)下水サーベイランス実証実験の実施 10 10 0 0 0 0 0

  ② (新)ICTを活用した感染拡大の前兆把握 3 3 0 0 0 0 0

2,408 2,408 0 0 0 0 0合  計（全額、一般会計）

２ 新型コロナウイルス感染症５類移行への対応

（１） ５類移行への対応

起債

１ 県民生活の安定化に向けた支援

（１） 光熱費等高騰影響の緩和

一般事  業  名 金 額

国   庫

特定



■医療機関等における光熱費高騰対策：23億9,500万円

○ 物価高騰等の影響を受けている医療機関等に対して、光熱費の上昇分を支援するため、
一時支援金を支給

・対象施設 病院、診療所、歯科診療所、助産所、訪問看護ステーション、薬局、
施術所 等（約20,000施設）

・支援単価 有床施設 20千円/床
無床施設 50千円/施設

光熱費等高騰影響の緩和１ 生活の安定化

3



５類移行への対応２ 感染症対策

4

下水サーベイランス実証実験の実施：1,000万円
○ 感染動向を把握するための一手法として、下水中に含まれるウイルスの検出・分析などを
行う実証実験を実施

・実施期間 ６ヵ月（R5.7～R5.12）週３回採水
・実施箇所 ２箇所（武庫川・加古川下流流域）

ICTを活用した感染拡大の前兆把握：300万円
○ 感染拡大の兆しを早期に把握するため、ICTを活用した分析手法を検討
・AIつぶやき分析
Twitter,Facebook,Instagram等の
SNS上のつぶやきを収集・分析
・県ホームページアクセス分析
県ホームページの新型コロナ関連サイト
へのアクセス数から早期に感染拡大の
前兆を把握
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（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

2,395,000

(1) 光熱費等高騰影響の緩和 2,395,000

③

　物価高騰等の影響を受けている医療機関等に対して、光熱費の上昇分を
支援するため、一時支援金を支給
　○対象施設　病院、診療所、歯科診療所、助産所、訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ、
　　　　　　　薬局、施術所 等〔約20,000施設〕
　○支援単価　有床施設 20千円/床、無床施設 50千円/施設

2,395,000

２　新型コロナウイルス感染症５類移行への対応 13,000

(1) ５類移行への対応 13,000

新①

　感染動向を把握するための一手法として、下水中に含まれるウイルスの
検出・分析などを行う実証実験を実施
　○実施期間　６ヵ月（R5.7月～R5.12月）週３回採水
　○実施箇所　２箇所（武庫川・加古川下流流域）

10,000

新②

　感染拡大の兆しを早期に把握するため、ICTを活用した分析手法を検討
　○AIつぶやき分析
　　Twitter,Facebook,Instagram等のSNS上のつぶやきを収集・分析
　○県ホームページアクセス分析
　　県ホームページの新型コロナ関連サイトへのアクセス数から早期に
　感染拡大の前兆を把握

3,000

2,408,000

※今回新たに実施する事業は｢新｣と表記

合　　　　　計

ICTを活用した感染拡大
の前兆把握

(参考資料)保健医療部 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

１　県民生活の安定化に向けた支援

下水サーベイランス
実証実験の実施

医療機関等における光熱費
高騰対策

 ５



令和５年度６月補正予算（緊急対策）(案)

兵 庫 県 福 祉 部

令 和 ５ 年 ６ 月 １ ６ 日

健康福祉常任委員会資料

資料１



兵庫県 令和５年度６月補正予算（緊急対策) 全体像

補正予算規模 1３億8,300万円
一般会計 1３億8,300万円（国庫 1３億7,800万円、特定 500万円）

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 2

０１ 県民生活の安定化に向けた支援 13億7,600万円

０２ 新型コロナウイルス感染症５類移行への対応 700万円

物価高騰の影響に直面する県民生活を支援するため、子ども食堂の運営、ﾌｰﾄﾞｻﾎﾟｰﾄﾈｯﾄを活用した食材や弁当を生活困
窮世帯等へ届ける取組への補助や、低所得の子育て世帯への特別給付金の支給、社会福祉施設への一時支援金の支給等、
必要な支援を実施

５月８日からの新型コロナウイルス感染症５類移行に伴い、医療ひっ迫時の高齢者施設等への支援体制を確保し、新たな
フェーズにおける必要な体制を構築

国の物価高騰への追加対策を踏まえ、物価高騰等に直面する生活者・事業者に対する支援を実施するとともに、５月８日か
らの新型コロナウイルス感染症５類移行に対応する必要があることから、令和５年度６月補正予算（緊急対策）を編成



施策体系別事業一覧

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 3

(単位：千円)

地 方 創 生 包 括 支 援 そ の 他
臨 時交 付金 交 付 金 補 助 金

1,383,000 1,199,000 7,000 172,000 1,378,000 5,000 0 0

1,376,000 1,199,000 0 172,000 1,371,000 5,000 0 0

183,000 6,000 0 172,000 178,000 5,000 0 0

① 子ども食堂の運営支援 6,000 6,000 0 0 6,000 0 0 0

② (新)ひょうごフードサポートネット・アウトリーチ推進支援 5,000 0 0 0 0 5,000 0 0

③ ひとり親世帯生活支援特別給付金の支給 163,000 0 0 163,000 163,000 0 0 0

④ 子育て世帯生活支援特別給付金の支給 9,000 0 0 9,000 9,000 0 0 0

1,193,000 1,193,000 0 0 1,193,000 0 0 0

① 社会福祉施設等における光熱費等高騰対策 1,185,000 1,185,000 0 0 1,185,000 0 0 0

　 ② 障害者施設の授産商品認知度向上による販売促進 8,000 8,000 0 0 8,000 0 0 0

０２　新型コロナウイルス感染症５類移行への対応 7,000 0 7,000 0 7,000 0 0 0

7,000 0 7,000 0 7,000 0 0 0

① (新)医療逼迫時の高齢者施設等への支援体制の確保 7,000 0 7,000 0 7,000 0 0 0

令和５年度６月補正予算（案）計上額　福祉部　合計

(1) ５類移行への対応

０１　県民生活の安定化に向けた支援

(1) 子育て世帯への支援

(2) 光熱費等高騰影響の緩和

事　　業　　名 金　額
国　　　庫

特定 起債 一般



子育て世代への支援01 生活の安定化

子ども食堂の運営支援：600万円
○ 物価高騰により増加する食材費等を支援
・補助要件 R5.6月～R6.3月に10回以上開催(概ね月1～2回程度)
・補 助 額 月1回開催：1万円/団体、月2回開催：2万円/団体

ひょうごフードサポートネット・アウトリーチ推進支援：500万円(ふるさと寄附金を活用)
○ ひょうごフードサポートネット参画団体による食材や弁当を生活困窮世帯等へ届ける取組を支援
・支援内容
①食料品配送支援 配食実施団体へ食料配送を行うフードバンク・ドライブ等を支援
②配食支援 弁当を生活困窮世帯等へ届ける配食実施団体を支援

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 4

【新】

市町社協

消費者

配食実施団体（地域団体、子ども食堂 等）

県社協

寄付
寄付

食料品
回収

ひょうごフードサポートネット

連 携

フードドライブ参加店舗
フードバンク等NPO法人

地元スーパー、JA、個人農家等
公民連携PT包括連携企業

提供 食料品
回収

提供食料品
配送

配食食事

生活困窮者、ひとり親世帯、ヤングケアラー

①

②

ひょうごフードサポートネット会議の模様



子育て世代への支援01 生活の安定化

低所得子育て世帯等に対する支援：1億7,200万円
○ 食費等の物価高騰等に直面する低所得者に対して、生活支援特別給付金を支給（原則、５月末までに支給完了）

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 5

支援金等の名称 概 要

ひとり親世帯生活支援
特別給付金

低所得のひとり親世帯に対し、生活支援特別給付金を支給
○支給対象 児童扶養手当受給者等
○支給金額 児童1人あたり5万円

子育て世帯生活支援
特別給付金

低所得のひとり親世帯以外の子育て世帯に対し、生活支援特別給付金を支給
○実施主体 市町（国から市町への直接補助）

※県は広報活動、市町へのデータ提供 等
○支給対象 18歳に達する日以後最初の3月31日までの間にある児童かつ

住民税均等割非課税世帯 等
○支給金額 児童1人あたり5万円



光熱費等高騰影響の緩和01 生活の安定化

社会福祉施設等における光熱費等高騰対策：11億8,500万円
○ 光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するため、一時支援金を支給
①対象施設
・高齢者施設 ：7億2,800万円

特別養護老人ホーム等入所施設、訪問・通所サービス事業所 等（約5,000施設）
・障害者施設 ：2億3,100万円

障害者支援施設等入所施設、訪問・通所サービス事業所 等（約2,500施設）
・保育施設等 ：2億400万円

私立保育所・認定こども園、放課後児童クラブ 等（約800施設）
・その他の施設：2,200万円

児童養護施設、母子生活支援施設、保護施設 等（約200施設）
※いずれも、県所管分を対象

②支給単価 施設区分（入所･通所･訪問）、定員等に応じて段階的に設定
※定員10～19人の特別養護老人ホーム・障害者支援施設 22.5万円

定員30～39人の保育所 12.6万円 等

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 6

障害者施設で製作された商品等の販売促進：800万円
○ 原材料費の増加による工賃への影響を軽減するため、授産商品の販売力を強化

・県内各地で、複数の障害福祉サービス事業所が授産商品を販売するイベントを開催（R5.9月～R6.2月）
・インターネットショップ｢+NUKUMORI｣の送料無料化（現行:税込3,000円以上のみ）



【新】

５類移行への対応02 ５類移行対応

兵庫県 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 7

医療ひっ迫時の高齢者施設等への支援体制の確保：700万円

○ 高齢者施設等において、大規模クラスター発生時に対応が困難になる場合等に備え、施設の支援体制を確保

・往診医師等確保支援相談窓口（仮称）の設置
感染流行期に大規模クラスター発生などにより各施設が確保するコロナ対応医療機関での対応が困難になった場合に、
県が往診医師等を紹介するための窓口を設置

・往診応援医療機関への協力金の支給
感染流行期において、相談窓口の依頼により往診を行った医師に１日あたり50,000円を支給



（単位：千円）

事　　業　　内　　容 金　額

1,383,000

1,376,000

(1)子育て世帯への支援 183,000

①

　経済的な理由等により、十分に食事がとれない子どもたちに食事や地域と
のつながりの場を提供する子ども食堂に対し、物価高騰により増加となる食
材費等を支援
　○対象経費　食材費等運営経費
　○補助要件　R5.6月～R6.3月に10回以上開催（月1回～2回程度）
　○補 助 額　月1回開催:１万円/団体、月2回開催:２万円/団体(定額)

6,000

新②

　家庭の生活状況等を把握し、必要な支援につなげるため、フードサポート
ネット参画団体による食材や弁当を生活困窮世帯等へ届ける取組を支援
　○事業内容
　　・NPO法人等（フードバンク等）による配食実施団体への食料配送に
　　　要する初度経費・運営費を支援
　　・配食実施団体（地域団体、子ども食堂等）による困窮世帯等への配
　　　食に要する初度経費・運営費を支援
　　・サポートネットにおける広報・周知
　○対象経費　配達用具等整備費、配送・配食経費等

5,000

③
　低所得のひとり親世帯に対し、生活支援特別給付金を支給
　○支給対象　児童扶養手当受給者等
　○支給金額　児童１人あたり５万円

163,000

④

　低所得のひとり親世帯(上段③)以外の子育て世帯に対し、生活支援特別給
付金を支給
　○実施主体　市町(事業本体は国から市町への直接補助)
　　　　　　　※県は広報活動、市町へのデータ提供 等
　○支給対象　18歳に達する日以後最初の３月31日までの間にある児童
　　　　　　　かつ住民税均等割非課税世帯 等
　○支給金額　児童１人あたり５万円

9,000

(3) 光熱費等高騰影響の緩和 1,193,000

①

　光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するため、一時支援
金を支給
　○支給単価　施設区分及び定員等に応じて段階的に設定
　※定員10～19人の特別養護老人ホーム・障害者支援施設等 22.5万円、
　　定員30～39人の保育所 12.6万円 等
　※いずれも県所管分を対象

1,185,000

(a)
対象施設：特別養護老人ホーム等入所施設、訪問・通所サービス事業所等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔約5,000施設〕

728,000

(b)
対象施設：障害者支援施設等入所施設、訪問・通所サービス事業所等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔約2,500施設〕

231,000

(c) 対象施設：私立保育所・認定こども園、放課後児童ｸﾗﾌﾞ等〔約800施設〕 204,000

(d) 対象施設：児童養護施設、母子生活支援施設、保護施設等〔約200施設〕 22,000

②
　原材料費の増加による工賃への影響を軽減するため、授産商品の販売力を
強化
　※(特非)兵庫セルプセンターに委託

8,000

(a)

　集客力が見込めるイベントや商業施設等において、複数の障害福祉サービ
ス事業所が授産商品を販売するイベントを開催
　○実施時期　R5.9月～R6.2月
　○実施箇所　県内40箇所程度

6,000

　「+NUKUMORI」の販売強化のため購入金額を問わず配送料を無料化
　○実施期間　R5.7月～R6.3月
　○件　　数　300件
　　※現行：3,000円以上(税込)は無料

500

　SNSマーケティングや授産商品の製造過程等の動画挿入により、授産商品
の販売を強化
　○広告期間　R5.7月～R6.3月
　○動画作成　10件

1,500

２　新型コロナウイルス感染症５類移行への対応 7,000

(1) ５類移行への対応 7,000

新①

　高齢者施設等において、大規模クラスター発生時に対応が困難になる場合
等に備え、施設の支援体制を確保
　○往診医師等確保支援相談窓口(仮称)の設置
　　感染流行期に大規模クラスター発生などにより各施設が確保するコロ
　ナ対応医療機関での対応が困難になった場合に、県が往診医師等を紹介
　するための窓口を設置
　　設置場所　高齢政策課内
　○往診応援医療機関への協力金の支給
　　支給対象　感染流行期に、相談窓口の依頼により往診を行った医師
　　支 給 額　１日あたり５万円

7,000

授産商品販売イベント
の開催

インターネットショッ
プ｢+NUKUMORI｣の販売強
化

(b)

※今回新たに実施する事業は｢新｣と表記

令和５年度６月補正予算（案）計上額　福祉部　合計

医療逼迫時の高齢者施設等
への支援体制の確保

障害者施設の授産商品認知
度向上による販売促進

社会福祉施設等における
光熱費等高騰対策

ひとり親世帯生活支援
特別給付金の支給
※福祉事務所設置市以外
　の町分を県が実施

子育て世帯生活支援
特別給付金の支給

子ども食堂の運営支援

ひょうごフードサポート
ネット・アウトリーチ推進
支援

高齢者施設

(参考資料)兵庫県福祉部 令和５年度６月補正予算(緊急対策) 施策体系別事業一覧

事　業　名

１　県民生活の安定化に向けた支援

障害者施設

保育施設等

その他の施設

（基金繰入金）

（全額国庫）

（全額国庫）
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 ２の(1) 

請 願 文 書 表 

 

令和５年６月15日配付              健康福祉常任委員会付託 

 

子どもの医療費を所得制限なしに18歳まで無料にすること 

を求める件 

 

１ 受 理 番 号   第２号 

 

２ 受理年月日   令和５年６月８日 

 

３ 請 願 者   住 所 神戸市中央区元町通６－５－15 

氏 名 新日本婦人の会兵庫県本部 

会 長  櫻 井 文 子 

 

４ 紹 介 議 員   庄 本 えつこ 

 

５ 請願の要旨 

  新日本婦人の会は、創立以来61年間、暮らしと平和、子どもの幸せ、女性

の地位向上を目指し、運動を広げる国連ＮＧＯの女性団体である。 

  ３月に発表された少子化対策試案で、私たちが長年求めてきた乳幼児医療

費無料制度のペナルティー（国保国庫補助金の削減）の廃止が盛り込まれ、

４月には厚労省も高校生までの減額調整廃止の意向を示した。県議会が意

見書を出されたことを歓迎する。 

  新型コロナと物価高の影響で、独り親世帯をはじめ、多くの子育て世帯の

生活困窮や、子どもの貧困の深刻化が懸念され、少子化にも拍車がかかっ

ている。 

  これまで自治体の努力により、子どもの医療費への助成が進められてきた。

県下では41市町中、37自治体で中学校３年生まで通院・入院とも無料にな

っている。18歳まで通院・入院無料の自治体も16市町に広がっている。し

かし、県の制度は2013年以来、進んでおらず、窓口無料部分はなく、自治



 ２の(2) 

体ごとに、所得制限や窓口負担などもあり、地域によって大きな差がある。

「どこに住んでも子どもの命の大切さは同じ。子どもの医療費は18歳まで

無料にしてほしい」という子育て世代の要求は切実である。全ての子ども

にすこやかな成長と、健康に暮らす権利を保障するために、医療費の心配

をなくすことはますます重要となっている。 

  県段階の無料化は、鳥取県が2024年から18歳まで完全無料化を決めるなど、

次々踏み切っている。今こそ、県が先頭に立ち、子ども医療費無料制度を

拡充するべきである。 

  よって、下記事項について要望する。 

記 

１ 県の制度を拡充し、子どもの医療費を所得制限なしで18歳まで無料にする

こと。 



閉会中の継続調査事件一覧 

令和５年度                                健康福祉常任委員会 

件 名 項 目 調 査 理 由 

１ 地域福祉力の

向上と社会福祉

基盤の充実につ

いて 

 

・地域福祉施策の推進と社会福祉法人

の適正運営の確保について 

・国民健康保険事業等の推進について 

 成長から成熟に向けた社会構造の転換期にあっ

て、県民一人ひとりが自立するとともに、他者との共

生の中で、地域の一員として元気に活動し、安心し

て暮らせる社会の構築が求められている。  

 このため、地域福祉・援護対策、社会福祉法人の

適正運営の確保、国民健康保険事業等について調

査する。 

2 高齢者の安心

確保と子ども・子

育て支援の充実

について 

・高齢者の地域生活を支える施策等の

推進について 

・子ども・子育て支援の推進について 

・児童虐待・ＤＶ防止対策等の推進に

ついて 

 

団塊の世代が後期高齢者となる2025年を見据え

て、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けることのできる社会の構築が求められている。 

 また、だれもが安心して子どもを生み育てる

ことができ、地域社会との関わりや家庭の中で

、すべての人が個性と能力を発揮し、いきいき

と暮らせる社会の実現が求められている。 

このため、高齢者の保健福祉対策、介護保険

制度、子ども・子育て施策、児童虐待・ＤＶ防止

対策について調査する。 

３ ユニバーサル

社会づくりと障害

者のくらし支援に

ついて 

 

・ユニバーサル社会づくりの推進につ

いて 

・障害者福祉施策の推進について 

・自殺防止対策の推進について 

 

 障害者が自分の生き方を自分で決め、その生き方

が尊重されるとともに、「ユニバーサル社会づくり

の推進に関する条例」に基づき、地域の一員とし

て生涯安心して当たり前に暮らし、誰もが共に支え

合う社会の構築が求められている。 

 このため、障害者の生活基盤づくりと社会参加の

推進、自殺対策について調査する。 

４ 医療確保と 

健康づくりについ

て 

 

・地域医療の推進について 

・生涯を通じた健康づくりの推進につい

て 

・医薬品等の安全対策の推進について 

・生活衛生の推進について 

・県立病院の運営について 

地域間や診療科目間での医師偏在等による地域
医療体制への不安、生活習慣病等に対する健康づ
くりや医薬品等の安全性への関心の高まりなどから
、県民が生涯にわたり健康で安心して暮らすことが
できる地域社会の実現が求められている。 
 このため、地域医療の確保、生涯を通じた健康づ
くりと医薬品等の安全対策、生活衛生の確保対策
について調査する。 
 また、県民と地域から信頼され安心できる県立病
院づくりに向けた、県立病院の運営について調査
する。 

５  感染症等対

策の推進につい

て 

・感染症対策の推進について 

・がん等の疾病対策の推進について 

新型コロナウイルスなど新たな感染症の発生や、

がん・難病等の罹患に対する危機感から、県民が健

康で安心して暮らすことができる地域社会の実現が

求められている。 

このため、新型コロナウイルス等の感染症対策、

がん・難病等の疾病対策について調査する。 

 


